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労働者の勤続・経験年数に伴う賃金の上昇，賃金プ
ロファイルは，労働経済学の分野において重要な研究
領域である。この賃金の上昇の背景にはどのようなメ
カニズムがあるのであろうか。労働経済学の理論では
人的資本の蓄積や転職行動による賃金上昇などいくつ
か異なる要素が考えられている。近年，ジョブ・サー
チモデルの理論的な発展を背景に，いくつかの要素を
統合したモデルとその実証研究によって，それぞれの
要素の賃金上昇への貢献を推定する試みが行われてい
る。 こ こ で は， そ の よ う な 試 み の 一 つ と し て
Yamaguchi（2010）を紹介する。

賃金上昇の源泉に関して，労働経済学にはいくつか
強力な理論がある。主なものとして，人的資本理論，
ジョブサーチとマッチング理論が挙げられる。人的資
本理論では，労働者は職業訓練・職業経験を通じて，
個人の生産性を高め，それが賃金に反映されるという
ストーリーを主張する。一方，ジョブサーチとマッチ
ング理論は労働市場に摩擦や情報の非対称性が存在す
る場合，人的資本の蓄積なしに，転職を通じて賃金が
上昇しうることを主張する。例えば，労働者が労働市
場に関する知識が完全でないとすれば，自身の能力を
最も活用できるマッチングの質が高い仕事がどこにあ
るか分からないまま，ある程度賃金が高い仕事に就業
するであろう。しかし，時がたつにつれ市場に関する
情報がさらに手に入ると転職を通じてより高い生産
性・賃金の仕事に就業することができるというストー
リーが考えられる。これらの要素は相矛盾するもので
はなく，それぞれを統合したモデルを構築することが
可能である。

Yamaguchi（2010）は，アメリカの若年者の高い賃
金の伸びを説明できる理論モデルの構築，加えてその
理論の実証研究を行った。ここでは賃金上昇の源泉と
して，人的資本の蓄積，転職による賃金上昇に加え，
さらに労働者が転職を試みる際に新旧の雇用主による
労働者獲得競争を考慮したモデルを扱っている。この

モデルの長所は，転職という外部機会の存在が威嚇と
なり，同一企業に勤めていながら次第に賃金が上昇し
ていく過程を明示的に描写することができる点である。

著者は，Cahuc, Postel-Vinay, and Robin（2006）に
よる賃金交渉を伴ったオン・ザ・ジョブ・サーチモデ
ルをもとに，いくつかの仮定を加えた理論モデルを提
示している。このモデルでは，企業と労働者とのマッ
チングによる生産性は，労働者の一般的人的資本の高
さ，企業とのマッチングの質と，それぞれのマッチン
グについて互いに独立に一定の確率で到来する生産性
ショックによって決まるとする。失業者は一定の確率
で企業と出会い，マッチングの生産性が失業の価値を
上回れば契約を結ぶ。この時，企業と労働者との交渉
によって賃金が決まるが，両者はその交渉結果にコ
ミットし，お互いが合意した場合のみ賃金の再交渉を
行うことができる。さらに，職業経験に応じ労働者の
人的資本は蓄積され，高い水準の人的資本を持つ労働
者はより生産性の高い仕事をオファーされる確率が高
くなることになる。失業者と同様，就業している労働
者にも一定の確率で他の企業と出会い，転職の可能性
が生じる。この場合，労働者と新旧の雇用主の 3 者で
交渉ゲームが行われる。このゲームについて生産性な
どの情報は完全かつ対称であり，3 者すべてに共有さ
れている。

では，この理論モデルにおいて労働者の賃金はどの
ように変化するのか。雇用されている労働者が他の企
業からオファーを受けた場合，その外部機会の価値が
高ければ，現企業との賃金の再交渉を要求できるた
め，転職が行われずとも賃金は上昇する。さらに，こ
のモデルでは人的資本と生産性ショックを導入したこ
とによって，他の企業との接触がなくとも，賃金の再
交渉が起きうる。高い水準の人的資本を持つ労働者は
より生産性の高い仕事をオファーされる確率が高くな
るため，失業の価値は人的資本の水準とともに上昇す
る。このため，熟練労働者は契約解消による失業の価
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値を威嚇点にした賃金の再交渉が可能である。また，
生産性ショックによって，現行契約では企業が存続で
きないほどの生産性の低下に直面したとき，企業と労
働者とのマッチングから生まれる生産量が労働者に
とっての失業の価値を上回っていれば賃金の再交渉に
よって引き下げが実現する。ただし，マッチングから
生まれる生産量が，労働者の失業の価値を下回れば，
この雇用契約は解消されることになる。これらの仮定
を加えることによって，離職行動や，賃金の引き下げ
を内生化し，実際のデータと整合的な理論モデルの構
築に成功している。

本論文では，理論モデルを提示した後に，アメリカ
の若年者を対象にしたパネルデータ“National Longi-
tudinal Survey of Youth（NLSY）1979”を用いて，モ
デルのパラメータの推定を行った。さらに，人的資
本，転職行動，賃金交渉が賃金上昇に対する貢献につ
いて，データから推定される賃金上昇と 3 つの反実仮
想的な想定から得られる賃金上昇とを比較している。

まずベンチマークとして，データから推計されたパ
ラメータから計算した労働市場参入後最初の 5 年間の
賃金上昇率は，高卒労働者は 35％，大卒労働者につ
いては 34％である。それに対して，関心のあるパラ
メータ 1 つのみを変え，その他の条件はベンチマーク
と等しいとする反実仮想的な状況での賃金上昇との比
較を行う。

第 1 に人的資本の蓄積が全く起きない状況を想定す
る。この時，労働市場参入後最初の 5 年間の賃金の伸
び率は高卒で 10％，大卒で 7％にまで落ちると推計さ
れる。

第 2 に，在職中には他の企業と接触できない状況を
想定する。このように，転職行動が一切できないとす
れば，高卒で 4％，大卒で 6％まで下がり，労働市場
参入後すぐの労働者にとっては，転職行動が賃金に与
える影響は大きい。

第 3 に，賃金の再交渉による賃金上昇がどれくらい
あるのかを推定するために，外部機会による賃金の再
交渉が起きない状況すなわち労働者にとって外部機会

の価値が失業の価値と等しく，さらにキャリアを通じ
て一定という状況での賃金上昇を計算した。この場
合，労働市場参入後最初の 5 年間の賃金の伸び率は高
卒で 19％，大卒で 21％にまで落ち込み，少なからず
外部機会の存在による交渉によって賃金が上昇するこ
とを示した。

本論文では，労働市場参入後 1〜5 年間，6〜10 年，
11〜15 年間の賃金上昇についてもそれぞれ同様の比
較を行い，転職行動や，交渉による賃金上昇は最初の
5 年間においては大きいと推定されたが，経験年数が
延びるごとに小さくなり，全体的には人的資本の蓄積
が賃金上昇の主な源泉であることが確認された。

本論文の貢献は，賃金上昇を人的資本の蓄積と外部
機会向上によるものとを同時に考えることができるモ
デルを提示することによって理論的分析をより豊かに
したことである。さらに，実際のデータをもとに，モ
デルの整合性と賃金上昇の大きさを検証した点が貢献
として挙げられる。賃金交渉を伴ったオン・ザ・ジョ
ブ・サーチモデルにおける当事者の交渉戦略は緻密で
あ っ て， 現 実 的 か ど う か に つ い て は Mortensen

（2003）のように懐疑的な意見がある。これに対し，
本論文のモデルは実際のデータとも整合的であり，ア
メリカの若年層において労働市場参入後最初の 5 年間
においては，外部機会の向上による賃金交渉によって
賃金が少なからず上昇するということを示した貢献は
大きい。
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